
原子力の安全性向上に資する技術開発事業
令和3年度概算要求額 26.3億円（22.6億円）

（１）資源エネルギー庁 原子力政策課
03-3501-1991

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要
 エネルギー基本計画（平成30年7月閣議決定）では、「万が一の事故のリ
スクを下げていくため、過酷事故対策を含めた軽水炉の一層の安全性・信頼
性・効率性向上に資する技術の開発を進める」こととしています。

 東京電力福島第一原子力発電所の事故で得られた教訓を踏まえ、現在判
明している知見に基づき原子力発電所の安全対策高度化に向けた対策が
講じられていますが、今後も更なる安全性向上に向けて取組を加速させてい
くことが必要です。

 軽水炉安全技術・人材ロードマップ（平成27年6月総合資源エネルギー調
査会自主的安全性向上・技術・人材WG策定、平成29年3月改訂）にお
いて、当省が取り組むべきであり、かつ優先度が高いとされた課題の解決等に
向けて、研究機関やメーカー等が実施する原子力安全の高度化に資する技
術基盤の整備、技術開発を支援します。

 令和3年度は、過酷事故時に損傷しにくい新型燃料の部材開発をはじめとし
た、原子力の安全性向上に資する技術開発を20件程度実施します。

成果目標
 平成24年度から令和5年度までの事業であり、原子力の安全性を高める技
術基盤を整備し、民間企業等の取組を支援することにより、本事業を通じて
開発された複数件の技術について、事業終了までに、実際に利用可能な技
術になることを目指します。

事業の内容

国 民間企業等
委託、補助1/2

○事故耐性に優れた燃料被覆管の開発

• 原子力施設の安全性を確保するため、既
設原子力プラント材料の強度を正確に把
握することは重要です。廃止措置プラントで
ある浜岡原子力発電所から材料を採取し、
劣化状況等の調査を行います。

○浜岡原子力発電所実機材料を用いた材料劣化調査研究

• 過酷事故時に大量の水素が発生した場合でも、
酸素を必要としない方法で水素を迅速に処理
し、原子炉格納容器の過圧や、それに伴う放
射性物質の放出、原子力建屋への水素漏え
いを防止する水素処理システムを開発します。

• 過酷条件においても損傷しにくい新型燃料
部材を既存の軽水炉に導入し、過酷事故
時に適切な事故対応のための猶予期間を
確保することを目指し、新型燃料部材を既
存軽水炉で使用できる形で設計・製造する
ために必要となる技術基盤を整備します。

○過酷事故時の水素処理システムの開発

補助(1/2, 2/3)

国 民間企業等民間団体等
補助(定額)

試験体採取


	スライド番号 1

